
問い合せ先: 上野労働基準監督署 

        労働時間相談･支援班 03(6872)1230・安全衛生課 03(6872)1315・労災課 03（6872）1316   

 

 

直近の新型コロナウイルス感染症の新規感染者数は依然として拡大傾向にあ

り、感染拡大のスピードも増しています。職場における新型コロナウイルス感

染症の感染拡大を防止するためには、事業者、労働者それぞれが、職場内外で

感染防止行動の徹底について正しい知識を持って、職場や職務の実態に即した

対策に取り組んでいただくことが必要です。 

 

☑ チェックリストをご活用ください。 

    集団感染発生事業場における要因分析等を踏まえて、「職場における新型コロナウ

イルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト」が改定、公表されています。 

ぜひご活用ください。 

詳しくは厚生労働省ホームページをご覧下さい。  

 

働く方・経営者への支援などのリ

ーフレット一覧 

     

検索 

 

☑ 感染拡大を予防する新しい生活様式の定着にご協力願い

ます。 

   感染拡大を予防する新しい生活様式を定着させる必要があることにかんがみ、各事業

場においては、「新しい生活様式（生活スタイル）の実践例」を活用して積極的な周知

をお願いいたします。また、接触確認アプリ（COCOA）は、利用者が増加することで

感染拡大防止につながることが期待されていることから、「新型コロナウイルス接触確

認アプリ」についても周知を行うとともに、インストールの勧奨をお願いいたします。 

    詳しくは厚生労働省ホームページをご覧下さい。     

COCOA 検索 

            

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00145.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/cocoa_00138.html
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☑ 新型コロナウイルス感染症による労働災害も報告の提出

が必要です。 

   労働者が就業中に新型コロナウイルス感染症に感染・発症した場合には、遅滞なく、

事業場を管轄する労働基準監督署に労働者死傷病報告を提出してください。労働者死

傷病報告は、定められた様式で作成する必要があります。様式は最寄りの労働基準監

督署で配布しているほか、「労働安全衛生関係の届け出・申請等帳票印刷にかかる支援

サービス」によりインターネット上で入力作成することができます。 

詳しくは厚生労働省ホームページをご覧下さい。 

死傷病報告様式 検索 

 

 

☑ 新型コロナウイルスに係る労災補償の事例を示しました。 

   労働者が業務に起因して新型コロナウイルスに感染したものと認められる場合は、労

災保険給付の対象となります。先般、厚生労働省ホームページにおいて、医療従事者は

もとより、飲食店店員、小売店販売員やタクシー乗務員など多様な職種における事案

について、職種別の労災認定事例を公表しましたのでご参考の上、業務に起因して感

染したと思われる労働者から積極的に労災請求がなされるよう勧奨をお願いいたしま

す。 

      詳しくは厚生労働省ホームページをご覧下さい。 

新型コロナウイルスに関

する Q&A 

検索 

 

 

☑ 各種支援施策の周知活用をお願いします。 
新型コロナウイルス感染症の影響下にあっても、労働者が安心して働ける

環境づくりのため、これまでの雇用調整助成金に加えて、子供の世話や家族

の介護および母性保護のための有給制度の導入に対し、次のような施策を展

開していますので、積極的な活用をお願いいたします。 

〇 小学校休業等対応助成金 

〇 両立支援等助成金介護離職防止支援コース特例措置 

〇 母性健康管理措置による休暇取得支援助成金 
 
詳しくは東京労働局ホームページをご覧下さい。 

新型コロナ ウイルス感染症につ

いて 

 

検索 

  

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei36/17-download.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00001.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html


 
 
 
 

 

 

テレワークにおける適切な労務管理のためのガイドライン 
～情報通信技術を利用した事業場外勤務の適切な導入及び実施のためのガイドライン～ 



 



時間外労働の上限規制

月45時間年360時間（原則）

年次有給休暇の時季指定

毎年５日（確実に取得）

同一労働・同一賃金

正規と非正規の不合理な待遇差を禁止

T O K Y O  W O R K  S T Y L E  R E F O R M  P R O M O T I O N  S U P P O R T  C E N T E R

東京働き方改革推進支援センター

厚生労働省 東京労働局委託「中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業」

ご 相 談 窓 口

東京働き方改革推進支援センター 

https://www.adecco.co.jp/news/tokyo_kaikaku/
0120-232-865

東京都新宿区西新宿1-22-2 新宿サンエービル 受付1階 個別相談ブース6階
※ご希望に応じて立川オフィスでの相談も可能です。（JR中央線 立川駅北口 徒歩5分）

受付時間:
平日9:00～17:00

ADE.JP.tky-workstyle@jp.adecco.com
0120-888-651

まずは

詳細はこちら
※各種セミナー案内や来所の申込み、相談申込みができます

FAX

労働時間や
勤務形態を
見直したい

No.1 時間外労働の
削減方法が
知りたい

No.2
36協定・

就業規制について
詳しく知りたい

No.3

非正規労働者の
処遇を
見直したい

No.4 助成金を活用
した取組方法が
知りたい

No.5
人材確保に
つなげる

労務管理方法を
知りたい

No.6

まずはご相談ください。

働き方改革の3つの
ポイント

「働き方改革」の取り組みを
ワンストップですべて
無料でサポート！ 

「働き方改革」の取り組みを
ワンストップですべて
無料でサポート！ 

お手伝いします東京働き方改革推進支援センター
が

・訪問相談
・来所相談　・電話相談　・メール相談

（最大5回）



※ご記入いただいた個人情報は、ご相談受付の目的でのみ使用し、目的以外の使用はいたしません。

F A X

具体的なサポート事例

東京働き方改革推進支援センター 
東京都新宿区西新宿1-22-2 新宿サンエービル　受付1階 個別相談ブース6階

0120-232-865 受付時間:
平日9:00～17:00

下部の表にご記入の上、
お送りください

相談のお申込み・相談会
等の案内はこちらでも

0120-888-651FAX

HP

新宿郵便局工学院大学

ヨドバシカメラ

ファミリーマート

甲州
街道

京王
プラザホテル

新宿

新宿
京王百貨店

貴社名

ご担当者名

住所

T E L

M a i l

■ご希望のご相談方法にチェックしてください

□ 来社してほしい　　　□ センターに行って相談したい　　　□ 希望時間に電話してほしい

□ 労働時間関係　　□ 年次有給休暇の取得　　□ 同一労働同一賃金（派遣）　　□ 同一労働同一賃金（パート有期）　　　
□ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）

■ご相談希望日時　※お申込日から７営業日以降の日付でご記入ください　※必ず第２希望まで別日でご記入ください

■ご相談内容をチェックしてください（複数可）

□ HP（センター・厚生労働省・労働局）　　　　 □ ハローワーク　　　　　　　 □ 労働基準監督署
□ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）

■依頼のきっかけにチェックしてください（複数可）

□ 第１希望 ：　　月　 　日（　 　曜日 ）午前 ・ 午後　　□ 第２希望 ：　　月　　 日（　 　曜日） 午前 ・ 午後

https://www.adecco.co.jp/news/tokyo_kaikaku/

■ アクセス  : ●京王線 / 小田急線 / 東京メトロ丸の内線　新宿駅西口 徒歩４分
 ●JR 各線 新宿駅 新宿駅南口　徒歩５分
 ●都営新宿線 / 大江戸線 新宿駅７番出口　徒歩１分

■ 費　　用  :  無 料
■ 相談日時  :  平日午前 9時～午後 5時（祝祭日・年末年始を除く）
■ 相談方法  :  フリーダイヤルによる電話相談／メールによる相談／来所による相談／専門家訪問による相談

残業時間削減事例

非正規雇用労働者の待遇改善 正社員の長時間労働の改善事例

まずはお気軽にご連絡ください

繁閑に応じた労働時間の調整

取り組み前の状況
残業時間の減少に成功
（月平均27時間→18時間）

取り組みの結果
・ １年単位の変形労働時間制を採用
・ 業務計画を明確化
・ 上司による残業時間の承認を徹底
・ １日の残業時間の限度を設定

取り組んだ内容

・ 正社員に特定の業務が集中
・ 非正規社員のキャリアアップ

取り組み前の状況
・ 非正規社員の時給が
　20～30円アップ
・ 業務量の偏りが解消
・ 長時間労働が改善

取り組みの結果
・ 非正規社員の資格取得や正社員登用を推奨
・ 非正規社員の時給をランク分け
・ 対象となる助成金を紹介

取り組んだ内容




















































